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を頂くことを目的に作成したものである。 








三橋浩志  文部科学省 科学技術政策研究所 第３調査研究グループ 上席研究官 
【１章、３章、５－３担当】 
松原 宏  文部科学省 科学技術政策研究所 客員研究官 
（東京大学大学院 総合文化研究科 教授） 
【２章、５－１、５－２担当】 
與倉 豊  日本学術振興会 特別研究員（東京大学大学院 総合文化研究科） 
  【４章担当】 
 
（問合せ先） 
文部科学省 科学技術政策研究所 第３調査研究グループ 
〒100-0013 
東京都千代田区霞が関３－２－２ 中央合同庁舎７号館（東館）16 階 
電話：03-3581-2419 fax：03-3503-3996 e-mail：3pg@nistep.go.jp 
 
Discussion Paper No.52 
 




Hiroshi MITSUHASHI Hiroshi MATSUBARA、Yutaka YOKURA 
 
３rd Policy-Oriented Research Group 
National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP) 
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology (MEXT) 
Japan 
 3
概  要 
 
１．調査研 究の目的 
本 調 査 研 究 は、広 域 市 町 村 圏 （都 市 圏 ）を分 析 単 位 とし、科 学 技 術 に関 連 する地 域 資 源 ・ポテ
ンシャルの地理的分布 を把握するとともに、ポテンシャルから地域を類型化し、各類型と地域 科学技
術 政 策 の関 係 等 を分 析 する。同 時 に、地 域 におけるイノベーション活 動 において、アクター間 で知
識 ・知 恵 がどの様 に流 れているのか、それらは地 理 的 近 接 性 とどの様 な関 係 にあるのかを事 業 に参
画している主 体（アクター）間の関 係をネットワーク化することで把 握 する。そして、地 域 イノベーション
において知識ネットワークの中心となる機関、情報の媒介となる機関等を抽出し、地域によるアクター




２．地域イノベーションのポテンシャルに関する空間分 析  
地 域 イノベーションに関 連 する政 策 は、都 道 府 県 全 域 よりも狭 い都 市 圏 （広 域 市 町 村 圏 ）レベル
の地 理 的 範 囲 を対 象 として展 開 されているため、地 域 イノベーションのポテンシャルに関 しても都 市
圏レベルで把握する必要性がある。そこで、分析単位を全国 350 の都市圏とし、地域イノベーション
のポテンシャルの指 標 として研 究 開 発 機 関 （学 術 ・開 発 研 究 機 関 と高 等 教 育 機 関 ）と製 造 業 の
従業者数を計測した。その結果、研究開発機関従業者は上位 10 都市圏で全国シェア 40％を
超える集積があり、上位 50 都市圏で 80％のシェアを有している。一方、製造業従業者は比較











類型Ａ 全国平均より高い 全国平均より高い 
類型Ｂ 全国平均より低い 全国平均より高い 
類型Ｃ 全国平均より高い 全国平均より低い 
類型Ｄ 全国平均より低い 全国平均より低い 
 
類 型 Ａ（研 究 開 発 機 関 、製 造 業 の従 業 者 域 内 シェアが共 に全 国 平 均 以 上 ）の都 市 圏 は、日 立 、
つくば、横浜、厚木周 辺、岡崎、けいはんなといったリサーチパーク等を有する地域に分布している。
類 型 Ｂ（研 究 開 発 機 関 の従 業 者 数 域 内 シェアは全 国 平 均 以 下 であるが製 造 業 の従 業 者 数 域 内 シ
ェアが全 国 平 均 以 上 ）の都 市 圏 は、東 北 地 域 から北 関 東 、首 都 圏 外 縁 部 、東 海 、中 京 、北 陸 、近
畿 圏 外 縁 部 と広 い地 域 に渡 って分 布 している。類 型 Ｃ（研 究 開 発 機 関 の従 業 者 数 域 内 シェアは全
国平均より高いが製造業の従業者数域内シェアは全国平均以下）の都市圏は、東京都心部、京都、




数 域 内 シェアが共 に全 国 平 均 以 下 ）の都 市 圏 は、北 海 道 、中 央 日 本 、山 陰 、南 四 国 、南 九 州 の地
方圏に分布している。 
 
地 域 イノベーション政 策 の事 業 である「知 的 クラスター創 成 事 業 」と「都 市 エリア産 学 官 連 携 促 進
事業」の指定地域は、研究開発機関及び製造業の従業者数域内シェアがともに高い上記の類型Ａ
の都 市 圏が多く指 定 されているとは限らず、上 記 の類 型Ｂ、類 型Ｃ、類 型 Ｄの都 市 圏 からも指 定され
ている。 
 
国 内 特 許 出 願 数 と商 品 化 ・事 業 化 件 数 を事 業 成 果 の代 理 指 標 とし、地 域 類 型 と事 業 成 果 の関
係 をみると、「知 的 クラスター創 成 事 業 」で商 品 化 ・事 業 化 件 数 が多 く産 み出 されているのは類 型 Ｂ
（製 造 業 の従 業 者 数 域 内 シェアは全 国 平 均 以 上 であるが、研 究 開 発 機 関 の従 業 者 数 域 内 シェア
は全 国 平 均 以 下 の地 域 ）の地 域 である。「知 的 クラスター創 成 事 業 」は、大 きな予 算 が５年 に渡 って
投 入 されており、大 学 の施 設 整 備 も含 めた大 規 模 な研 究 開 発 も実 施 可 能 であることから、製 造 業 を
中 心 とした企 業 において大 量 生 産 に繋がるような商 品 化・事 業 化を志 向する傾 向 がある。事 業 特 性
と地域特性が合致した地域において多くの成果が生み出されていることが観察された。 
 
一 方 、「都 市エリア産 学 官 連 携 促 進 事 業」において商 品 化・事 業 化 件 数 が最も多く産 み出 されて
いるのは、類 型 Ｃ（研 究 開 発 機 関 の従 業 者 数 域 内 シェアは全 国 平 均 より高 いが製 造 業 の従 業 者 数
域 内 シェアは全 国 平 均 以 下 ）という製 造 業 の従 業 者 数 域 内 シェアが低 い地 域 である。「都 市 エリア
産 学 官 連 携 促 進 事 業 」は、適 度 な予 算 が３年 に渡 って投 入 されており、製 造 業 のみならずサービス
業 や第 一 次 産 業 を含 めた産 業 を対 象 に、産 業 分 野 を絞 ったうえで商 品 化 ・事 業 化 を志 向 している




は、事 業 の性 格 と地 域 特 性 が合 致 していることが観 察 された。このことから、地 域 イノベーションの推
進には、政府等からのプロジェクト予算の大小 ではなく、研究機 関や製 造業の域内 シェアといった地





「知 的 クラスター創 成 事 業 」と「地 域 新 生 コンソーシアム研 究 開 発 事 業 」を分 析 対 象 として、共 同
研 究 への参 画 主 体 間 のネットワークを可 視 化 した。同 時 に、研 究 開 発ネットワークの地 理 的 な拡
がりについても日 本 地 図 上 に可 視 化 した。その結 果 、「知 的 クラスター創 成 事 業 」は、共 同 研 究
開 発 のテーマ数 や参 画 主 体 数 の違 いによってネットワーク密 度 には地 域 によって差 があること、







 一方、「地 域 新 生コンソーシアム研 究 開発 事 業」は、経 済 産業 省の地 方 局 管 内において多 数
の共同研究プロジェクトが組成されており、様々な主体とのネットワークを有する参画主体も複 数




さらに、「知 的 クラスター創 成 事 業 」と「地 域 新 生 コンソーシアム研 究 開 発 事 業 」における共 同
研究ネットワークの参画主体間の地理的距離をみると、100km を超えた遠距離の比率が両事業
共 に半 数 近 くになっていることが明 らかになった。特 に、地 域 の大 学 を核 として共 同 研 究 を実 施
する「知的クラスター創成事業」では、500km を超える参画主体とのネットワークも存在しており、
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(Belussi, Gottardi and Rullani eds.,2003; Brenner,2004 など）、②創造性に焦点をあてた
文化産業の都市集積に関する研究（Power and Scott eds.,2004 など）、③知識の創造やイ
ノベーションに注目したクラスターに関する研究 (Fornahl and Brenner eds., 2003; 
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注：原図は Autio(1998)p.134 の図  出典：Tödtling and Trippl(2005),p.1206  
 
 地域的イノベーションシステムに関する集団的な研究成果としては、イギリスウェール








業 と成 熟 産 業 の優 勢 なキャッチアップ型 ・定 型 型 、④ニッチ生 産 に特 化 している地 域 ）に区 分 する試 みが提 示 されている




































Innovation Strategies(RIS)）」への発展があげられる。ランダバソとライド（Landabaso and 




とされ、これが EU の「地域的イノベーション戦略（RIS）」につながっていった。 













ベーションを起こしていくことに力を注いでいるカナダで、 Innovation Systems 
Research Network と名付けられた活動が活発になっている（Holbrook and Wolfe eds., 












































とともに、著しい増大をみせている(Meyer, 2002; Dahl and Pedersen, 2004; Karlsson、 
Flensburg and Horte eds.,2004)。知識フローの空間性の議論に入る前にまず、知識をど
のように定義し、いかなる手法で知識フローを把握するのかという点を整理しておこう。 
 知識の問題を考えるにあたっては、野中郁次郎や紺野 登らの知識経営の議論が参考に
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図２－ 2 知識フローの複雑さ 
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注：RJV とは、Research Joint Venture の略 








業員規模は、50 人未満が 55%を占め、中規模・大規模企業（250 人以上）は 40％を占め
ていた。その後、558 社のうち 71 企業について、より詳しいインタヴュー調査が実施さ
れているが、ここでは 558 社についての分析結果の概要をみることにしよう。 
  最初に、イノベーションにつながる新しいアイデアの入手に関する検討がなされてい
るが、見本市や会議への参加、科学雑誌もしくはビジネス雑誌の購読が全体としては多く、
                                                  
5 国別企業数をみると、回収率の差を反映して、オランダが最も多く 114、次いでギリシャが 100、ドイツが 79、イタリアとデンマー






































                                                  
6 松原が関わった経済産業省の「地域経済循環研究会」では、国内各地方より 10 の都市雇用圏を選び、計 3,848 事業所に












































8  「統合的知識ベース」、「分析的知識ベース」に加えて、ガートラーは最近、第３の知 識ベースとして、出版業を事例に出し
ながら「象 徴 的 （symbolic) 知 識 ベース」について指 摘 を行 っている（北 京 で開 催 された Second Global Conference on 
































類型化を試みたものとして、ガートラーらによる研究がある（Gertler and Wolfe, 2006)。彼
らは、カナダの 26 のクラスターから 13 のクラスターを取り上げ、実態分析をふまえた上
で、類型化を試みている（表２－４）。 
































































































                                                  
11 Oinas and Malecki (1999) は、技術変化がどのような空間的局面で生じるかに焦点をあてており、国のイノベーションシステ
ム、地域的イノベーションシステム、セクターイノベーションシステムが重なり合い関連しあい構成されるものとして、空間的イノベ














































                                                                                                                                                            
権化と分権化、研究開発国際化の発展段階などについて、内外の研究成果をもとに整理し、その上でグローバルＲ＆Ｄネットワ
ークの展開について日本企業を事例に明らかにしている。これに対し、研究開発の内容を検討し、知識のフローや結合の意味
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       周辺地域            古くからの工業地域       大都市圏地域 
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15 科学技術政策研究所「地域科学技術・イノベーション関連指標の体系化に係わる調査研究」2005 年 3 月（調査資料
No.114） 


















                                                  
17 総務省の定義では「都道府県ブロック」と称され、概ね都市圏や地方生活圏に該当する範囲である。従来の広域市町村圏














��� 1 高等教育��機関の特化計数 
資料：総務省「事業所・企業統計調査報告（2006 年）」より作成 
                                                  

































































































































らに遍在が進んでいる。高等教育機関の従業者数は、上位 10 都市圏で全国シェア 40％
を超える集積があり、上位 50 都市圏で 80％のシェアを有している。一方、製造機能は
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��� 11 特化係数による地域類型 
資料：総務省「事業所・企業統計調査報告（2006 年）」より作成  






類型Ａ 全国平均より�� 全国平均より�� 
類型Ｂ 全国平均より�� 全国平均より�� 
類型Ｃ 全国平均より�� 全国平均より�� 



























































































域において１年あたり約 5 億円程度となっている。 









































































��� 14 「�的��ス�ー�成事業」の���延べ参加者数と特許出願数� 
 資料：各地域の事業終了評価報告書より作成  





























































































































































































































4 1 4 4
類型Ｂ：製造業の従業者数域内シェアが高い地域 10 9 9 6
類型Ｃ：研究機関の従業者数域内シェアが高い地域 2 5 19 19
類型Ｄ：研究機関と製造業の従業者数域内シェアが
共に低い地域 
2 3 5 8

































































































































































































































































と研究実施主体に関する 2 部グラフである。この例では主体 a と b が研究プロジェクト A
において、主体 b、c、d、e が研究プロジェクト B において、主体 d、e、ｆが研究プロジ










図�� 1� 研究プロジェクトと研究実施主体に�する 2 ���フ  
 
まず、研究実施主体を行に、研究プロジェクトを列に対応させて、研究プロジェクトに





























研究実施主体間のネットワークを構築するためには、行列 X に、その転置行列 X ′を右
からかければよい。たとえば、下記行列の 2 行 3 列目の要素は 1 の値をとるが、これは主
体 b と主体 c が 1 つの同じ研究プロジェクトに参加していることを意味している。一方、5































以上の行列をもとに、ネットワーク可視化ソフトウェアである Netdraw を用いて、図 4-2
                                                  


























 2001 年 3 月の第 2 期科学技術基本計画において、地域における「知的クラスター」の
形成・促進が位置づけられた(文部科学省、 2006)。これを受けて、文部科学省は 2002 年
度から「知的クラスター創成事業」を実施している。表 4-1 に、知的クラスター創成事業
において、2007 年度までに指定されている 18 地域に関する概要を示している。知的クラ
スター創成事業では大学や公的研究機関を核として、関連研究機関や企業などとの連携に
より、新たな技術シーズの創出を目的としている。なお、事業期間は 5 年間となる。また、








るが、本研究では、2002 年度から 2007 年度までの第Ⅰ期に選定されている地域を分析対
象とする。 















⴫㧠㧙 1 ⍮⊛ࠢ࡜ࠬ࠲࡯ഃᚑ੐ᬺߩታᣉ࿾ၞߩ᭎ⷐ 
実施地域 構想名 特定領域 共同研究テーマ






















5 富山・高岡 とやま医薬バイオクラスター バイオエレクトロニクス（ライフサイエンス、ナノテク・材料、情報通信）
①免疫機能を利用した診断・治療システムの開発，
②超集積・高機能型チップデバイスの開発など



























































































��� 3 � 知的クラスター創成事業に���������� 
















表�� 2 知的クラスター創成事業の�施地域のネットワーク記�統計量 





ノード数 62 31 35 27 32 53 82 31 43
次数 956 184 942 402 496 766 2284 304 650
産の次数中心性 15.03 5.11 26.14 13.67 12.29 15.15 24.32 9.87 14.58
学の次数中心性 15.26 7.17 30.00 19.17 19.50 13.69 33.14 8.60 18.13
公の次数中心性 23.75 6.00 42.00 0.00 24.20 12.17 30.47 11.33 12.00
産の標準媒介性 0.52 0.92 0.68 0.10 0.46 0.29 0.24 3.25 0.34
学の標準媒介性 1.03 3.66 1.27 7.54 2.28 6.40 2.72 0.00 7.43
公の標準媒介性 11.55 0.00 3.17 0.00 7.94 1.33 0.00 9.58 0.00
コンポーネント数 2 3 1 1 1 1 1 1 1
最大コンポーネント




（彩都）地域 神戸地域 広島地域 宇部 高松地域 徳島地域 福岡地域
北九州学術
研究都市
ノード数 87 36 34 43 48 19 22 44 57
次数 1408 194 300 454 1110 212 76 476 708
産の次数中心性 16.43 4.71 9.86 9.79 21.87 8.50 3.57 9.50 11.97
学の次数中心性 16.71 6.89 8.53 12.38 24.43 17.00 3.43 11.87 12.32
公の次数中心性 13.00 6.50 6.80 22.00 28.00 8.43 2.00 19.67 18.00
産の標準媒介性 0.73 2.35 0.00 0.34 0.76 0.87 1.19 0.49 1.29
学の標準媒介性 4.56 9.90 2.50 8.15 1.71 7.19 1.50 1.88 2.40
公の標準媒介性 0.03 0.00 3.18 17.54 2.14 0.00 0.00 16.53 3.33
コンポーネント数 1 2 5 1 1 1 4 1 2
最大コンポーネント
に含まれるノード数 87 34 26 43 48 19 11 44 55  







































また各地域とも、ほとんどの参加主体が 1 つのコンポーネントに含まれている。 









































関西の 3 地域に存在していることがわかる(図 4-6b)。そして、それら 3 地域の間で、100km
を超えた共同研究開発ネットワークがトライアングル状に形成されている。また岩手県の
企業と大学が金沢地域のみと結びついている一方で、宮崎県の公設試が金沢、関東、関西























図�� 5 a 研究実施主体間ネットワークの��（浜松地域） 
 











図�� 6 a 研究実施主体間ネットワークの��（金沢地域） 
 












図�� 7 a 研究実施主体間ネットワークの��（京都地域） 
 






















































図�� 8 a 研究実施主体間ネットワークの��（関西文化学術研究都市地域） 
 












図�� 9 a 研究実施主体間ネットワークの��（高松地域） 
 











図�� 10 a 研究実施主体間ネットワークの��（北九州学術研究都市地域） 
 















































図�� 11 a 研究実施主体間ネットワークの��（札幌地域） 
 










図�� 12 a 研究実施主体間ネットワークの��（富山・高岡地域） 
 







































図�� 13 a 研究実施主体間ネットワークの��（広島地域） 
 










図�� 14 a 研究実施主体間ネットワークの��（福岡地域） 
 


















































図�� 15 a 研究実施主体間ネットワークの��（長野・上田地域） 
 











図�� 16 a 研究実施主体間ネットワークの��（岐阜・大垣地域） 
 











図�� 17 a 研究実施主体間ネットワークの��（宇部地域） 
 


















































図�� 18 a 研究実施主体間ネットワークの��（仙台地域） 
 








図�� 19 a 研究実施主体間ネットワークの��（神戸地域） 
 










図�� 20 a 研究実施主体間ネットワークの��（徳島地域） 
 








































図�� 21 a 研究実施主体間ネットワークの��（愛知・名古屋地域） 
 












図�� 22 a 研究実施主体間ネットワークの��（大阪北部（彩都）地域）  
 







































図�� 23 知的クラスター創成事業の実施地域における距離��の共同研究開発の割合  
資料：2002～2007 年度「知的クラスター創成事業」資料と、『平成 18 年度知的クラスター創成事業パン
フレット』を基に作成 









































 図 4-24 は、主体の属性ごとの二者間（産－産、学－学、公－公、産－学、産－公、
学－公）の距離帯別の研究開発割合を示している。全てのネットワークにおいて、100km
未満の共同研究開発の割合が 5 割を超えているが、特に「公－公」の共同研究では 8
割が 100km 未満となっており、その割合が際立って大きくなっている。一方、遠方の
アクターとの共同研究開発の状況をみると、「学－学」では 500km 以上の研究開発に割

















100km未満 100～300 300～500 500km以上
 































北海道 30 12 10 7 10 6 1 76
東北 6 12 13 17 10 6 5 69
関東 34 45 31 35 37 18 7 207
中部 22 9 21 21 26 2 12 113
近畿 41 17 38 21 31 7 6 161
中国 7 8 17 13 20 5 9 79
四国 12 6 10 11 13 1 9 62
九州 18 17 23 26 28 3 10 125
沖縄 6 3 0 3 3 0 4 19
合計 176 129 163 154 178 48 63 911  





























































��� 25 研究���������ー����������  













��� 26 研究���������ー���������  





られていることがわかる（図 4-27）。すなわち、全 686 ある主体のうち、547 もの主体
が直接もしくは間接的に、共同研究開発ネットワークにおいて繋がっている。そして、
「Sa.U.」や「Sz.U.」、「G.U.」、「Sn.U.」といった関東の地方国立大学の工学部が「S.S.」




































��� 27 研究���������ー���������  











��� 28 研究���������ー���������  

















��� 29 研究���������ー���������  
















��� 30 研究���������ー���������  































図�� 31 研究�����ネットワークの��図（四国）  

















��� 32 研究���������ー���������  











��� 33 研究���������ー���������  












している。   






表�� 4 地域ブロック別の研究実施主体間ネットワークの統計量  
北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄
ノード数 245 261 686 369 528 302 220 381 65
リンク数 1794 2098 4818 2620 4192 2594 1686 2888 358
「産」の次数中心性 5.92 6.93 5.85 5.89 6.19 6.72 6.02 5.67 5.02
「学」の次数中心性 12.47 10.72 8.67 9.43 13.53 13.43 11.13 13.63 6.07
「公」の次数中心性 9.44 14.24 14.88 14.50 20.84 21.21 17.56 15.67 7.00
ノードを10以上含むコ
ンポーネント数 1 2 2 1 1 1 1 1 2
最大コンポーネントに
含まれるノード数 238 215 547 336 496 298 203 357 32  



















































































































































































































































図�� 34 ライフサイエンス分野における研究実施主体間ネットワーク  









































図�� 35 ��フ���ンス分野における都道��間結合  

































































































































































































































��� 36 ������に���研究���������ー�  












































��� 37 ������に����������  





























































































































































































































































































図�� 38 ナノテクノロジー分野における研究��主体間ネットワーク  













































図�� 39 ナノテクノロジー分野における都道府県間��  


























































































































































































































































































































図�� 40 製造技術分野における研究�������ト�ー�  












































図�� 41 製造技術分野における������合  
 資料：2001～2007 年度  経済産業省「地域新生コンソーシアム研究開発事業」資料を基に作成  
- 98 -
 98
 環境・エネルギー分野では 100km 以内の研究開発が集中している地域が全国的に分
散しているが、なかでも関東、中京、関西、北部九州の共同研究開発の多さが目立つ























































































































































































































































































図�� 42 環境・エネルギー分野に��る研究�����ネ���ー�  










































図�� 43 環境・エネルギー分野に��る都道�県�結�  




に存在し、拠点間のネットワークも発達していることがわかる（図 4-44）。  北海道が
最も域内の研究開発が多く、鳥取県や長崎県といった他の研究プロジェクトではあま





























































































図��  44 融合・横断・統合的・新分野の革新的技術に��る研究����間ネットワーク  



































図�� 45 融合・横断・統合的・新分野の革新的技術に��る�道�県間�合  
 資料：2001～2007 年度  経済産業省「地域新生コンソーシアム研究開発事業」資料を基に作成  
- 100 -
 100
図 4-46 は、2001 年度から 2007 年度までにおける、技術分野ごとの距離帯別の共同
研究開発距離の割合を示したものである。下図から製造技術分野（ものづくり型）と、
それ以外の 5 つの分野（サイエンス型）とでは、大きく特徴が異なっていることがわ
かる。すなわち、すべての分野において 100km 未満のネットワークのシェアが 5 割を
超えているが、特に製造技術分野において、その割合が大きい。また、製造技術分野





















100km未満 100km～300km 300km～500km 500km以上
 
図�� 46 技術分野ごとの距離帯別の研究開発の割合  






































��� 47� ����������  



















 つづいて図 4-48 では、２つの事業における、主体の属性別（産・学・公）の 2 者間
の距離帯別研究開発の割合を示している。地域新生コンソーシアム研究開発事業をみ
ると、「学－学」間の共同研究開発の 5 割以上が 100km を超えており、500km 以上の距
離を有する共同研究も 2 割に迫るほどあることがわかる。一方、「産－学」間も 500km
以上離れた共同研究が多くなっているが、「学－学」と比べて 100km 未満の共同研究開
発が多い点が特徴的であるといえる。対して、「公」を含んだ共同研究開発は総じて近

















































��� 48� �����・����の研究開発の��  






































な知識交換の分析も進めていく必要があると考えられる。   























業費は JST の負担分が 1 地域あたり年間 2.4 億円程度であり、各都道府県が同等の負担を
行うとされている。 




                                                  








⴫㧠㧙 5 ࿾ၞ⚿㓸ဳ౒ห⎇ⓥ੐ᬺߩታᣉ࿾ၞߩ᭎ⷐ 
地域名 採択年度 課題名 中核機関名
茨城県 1997 環境フロンティア技術開発 （財）茨城県科学技術振興財団
大阪府 1997 テラ光情報基盤技術開発 （財）大阪科学技術センター，大阪
府立産業技術総合研究所
広島県 1997 再生能を有する人工組織の開発 （財）ひろしま産業振興機構，広島
県産業科学技術研究所












神奈川県 1998 独創的光材料の開発による環境技術の創生 （財）神奈川科学技術アカデミー
岩手県 1999 生活・地域への磁気活用技術の開発 －磁場産業の創生－ （財）いわて産業振興センター
愛知県・名古屋市 1999 循環型環境都市構築のための基盤技術開発 （財）科学技術交流財団
岐阜県 1999 知的センシング技術に基づく実環境情報処理技術開発 （財）ソフトピアジャパン
熊本県 1999 超精密半導体計測技術開発 （財）くまもとテクノ産業財団
秋田県 2000 次世代磁気記録技術と脳医療応用技術開発 （財）あきた企業活性化センター
横浜市 2000 機能性タンパク質の解析評価システムの開発 （財）木原記念横浜生命科学振興
財団
静岡県 2000 超高密度フォトン産業基盤技術開発 （財）光科学技術研究振興財団
福井県 2000 光ビームによる機能性材料加工創成技術開発 （財）ふくい産業支援センター
神戸市 2000 再生医療にかかる総合的技術基盤開発 （財）先端医療振興財団
青森県 2001 大画面フラットパネルディスプレイの創出 （財）21あおもり産業総合支援セン
ター




沖縄県 2002 亜熱帯生物資源の高度利用技術の開発 （株）トロピカルテクノセンター
埼玉県 2002 高速分子進化による高機能バイオ分子の創出 (財)埼玉県中小企業振興公社
三重県 2002 閉鎖性海域における環境創生プロジェクト (財)三重県産業支援センター
滋賀県 2002 環境調和型産業システム構築のための基盤技術の開発 (財)滋賀県産業支援プラザ













表４－ 6 地域��型�同��事業の�施地域のネットワーク記�統計量 
採択年度
地域名 茨城 大阪 広島 福岡 北海道 宮城 山形 神奈川
ノード数 40 32 28 24 13 31 22 31
次数 792 336 258 96 110 446 220 290
産の次数中心性 19.68 9.69 7.15 3.25 5.20 10.67 8.22 8.47
学の次数中心性 16.71 12.08 9.60 3.40 10.20 19.00 12.71 7.00
公の次数中心性 22.00 9.00 13.80 5.71 11.00 16.00 9.50 14.50
産の標準媒介性 0.75 0.53 0.53 0.00 0.00 0.62 0.57 0.00
学の標準媒介性 0.83 4.61 2.28 0.21 3.94 3.38 7.37 0.00
公の標準媒介性 2.79 2.66 9.63 8.21 6.57 7.69 1.49 12.26
コンポーネント数 1 1 1 5 1 1 1 1
最大コンポーネント
に含まれるノード数 40 32 28 20 13 31 22 31
採択年度
地域名 岩手 愛知名古屋 岐阜 熊本 秋田 横浜 静岡 福井 兵庫
ノード数 48 25 19 56 20 26 17 27 21
次数 1126 222 242 1004 118 188 204 216 206
産の次数中心性 21.39 6.82 10.46 15.73 5.00 5.53 12.40 5.67 8.36
学の次数中心性 23.42 7.71 16.00 20.29 4.71 8.00 11.29 10.50 10.83
公の次数中心性 36.40 13.29 21.00 38.50 7.86 30.00 12.60 11.75 12.25
産の標準媒介性 0.00 0.00 0.00 0.92 0.00 0.09 3.33 0.51 0.00
学の標準媒介性 1.35 1.19 4.58 1.64 0.33 1.60 1.19 4.89 4.83
公の標準媒介性 7.39 8.90 9.15 6.84 15.29 64.33 1.67 11.14 7.62
コンポーネント数 1 1 1 1 1 1 1 1 1
最大コンポーネント
に含まれるノード数 48 25 19 56 20 26 17 27 21
採択年度
地域名 青森 千葉 長崎 埼玉 三重 滋賀 高知 沖縄
ノード数 22 18 24 33 34 27 17 15
次数 218 188 108 266 1042 208 54 118
産の次数中心性 8.38 8.80 3.11 8.15 29.47 7.00 2.78 9.00
学の次数中心性 11.14 12.40 4.11 9.08 30.17 6.90 3.83 8.40
公の次数中心性 15.50 10.25 7.17 6.38 35.80 12.00 3.00 5.50
産の標準媒介性 0.00 0.81 0.00 3.09 0.58 2.63 0.37 6.14
学の標準媒介性 2.45 0.81 1.96 5.24 1.04 2.57 1.39 2.47
公の標準媒介性 4.29 4.69 5.09 0.62 2.58 11.50 0.00 1.99
コンポーネント数 2 1 4 1 1 1 8 1
最大コンポーネント







































図４－ 49 ��的����ー��による����グ���地域結��共同研究�業� 
 

















 グループⅤには福岡県、長崎県、高知県の 3 地域が含まれる。これら地域では総コンポ
ーネント数が多いことが特徴である。 

















































図４－ 50 a 研究実施主体間ネットワークの��（広島県） 
 









図４－ 51 a 研究実施主体間ネットワークの��（神奈川県）  
 











図４－ 52 a 研究実施主体間ネットワークの��（愛知県・名古屋市） 
 















































図４－ 53 a 研究実施主体間ネットワークの��（秋田県） 
 

























図４－ 55 a 研究実施主体間ネットワークの��（千葉県） 
 
































































































































































































































図４－ 63 a 研究実施主体間ネットワークの��（静岡県） 
 




























図４－ 65 a 研究実施主体間ネットワークの��（滋賀県） 
 























































図４－ 67 a 研究実施主体間ネットワークの��（横浜市） 
 














































































































































図４－ 72 a 研究実施主体間ネットワークの��（岩手県） 
 













図４－ 73 a 研究実施主体間ネットワークの��（熊本県） 
 

































 図４－75 は、25 の地域ごとに距離帯別の共同研究開発の割合を示している。多くの地
域で 100km 未満の研究開発が最も占める割合が大きく、特に宮城、愛知、長崎、沖縄の 4
県では 8 割を超えている。一方、岩手、青森、三重県においては 100km 未満の共同研究開
発の割合は 4 割以下と小さくなっている。500km 以上の遠方との共同研究開発の占める割
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　　　　　　　 「地域イノベーション創出共同体形成事業」  
                     資料：各種資料より松原作成  
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出典：Prange、  H.(2008) Explaining Varieties of Regional Innovation Policies in Europe 






表５－ 3 地域イノベーション・システムの比較研究の� 
⎇ⓥฬ㧛⪺⠪ ⎇ⓥኻ⽎࿾ၞ ⋡⊛ ⺞ᩏ⚿ᨐ
未来のための地
域イノベーショ
ン シ ス テ ム
（REGIS）／Cooke 
et al.、 2000) 
EU と東欧・中
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